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― 政治的側面におけるルワンダの「シンガポール・モデル」―
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Authoritarian Regime and Development in Multiethnic Countries:
 “Singapore Model” in Rwandan Politics 
Yuji KANAMARU 
要旨
　1994年の大虐殺で知られるアフリカの国ルワンダは、近年、経済開発に力を入れており、高い経済成
長を実現している。政府は「シンガポール・モデル」を標榜し、東南アジアで高度な経済開発を実現した
シンガポールをモデルとしている。しかしモデルとしているのは経済開発だけではない。多民族社会を背
景とした権威主義的な政治体制においても両国は類似している。本稿では、政治における両国の類似性に
着目し、政治的自由の抑圧と一党支配体制について比較を行う。そして、民主主義と権威主義体制の間に
位置するグレイゾーンの政治体制について、そこから導出される理論的示唆を提示する。
キーワード：ルワンダ、シンガポール、多民族国家、権威主義体制、開発
１　はじめに
ルワンダは1994年の大虐殺後、政治・社会の安定を取り戻し、21世紀に入ってからは毎年平均８％
の経済成長率を維持してきており、今では「アフリカの奇跡」とも称される（Crisafulli and Redmond 
2012）。実際に当地を訪れてみると、道端にゴミがなく交通は整然としており、首都でもスラムらしい地
域は見られない。これを「アフリカのシンガポール」と呼ぶ人もいるが、ガバナンスに関する諸点におい
ても、徹底した汚職撲滅、英語の公用語（および教育言語）への採用、金融や情報通信産業の重点化といっ
た点でも、シンガポールときわめて類似している。
これは偶然ではない。現地での聞き取りを行っている際、政府機関や国際援助機関などで頻繁に「シン
ガポール・モデル」という言葉を耳にした。実際、2003年から大統領であるポール・カガメは、『フォー
リン・ポリシー』のインタビューで次のように述べている。
偉大なる人物が、偉大なる原則に突き動かされながら、小さな国で大きなことを成し遂げた。リー・
クアンユーは、シンガポールとそこに住む人々の生活を大きく変えた。そしてこれこそが、われわれ
がルワンダで今、やろうとしていることだ。（Caryl 2015）
このインタビューを評して同誌は次のように書いている。
カガメは何年にもわたってこの２つの国（ルワンダとシンガポール：筆者註）をパラレルに描いてき
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た。彼はルワンダのことを『アフリカのシンガポール』という。彼は、都市計画から警察機構にまで
至るあらゆることに関して、シンガポールの経験に基づくノウハウを利用してきた。（Caryl 2015）
また、ルワンダ・ガバナンス庁のムテシは、「ルワンダは、『アフリカの新しいシンガポール』と称しな
がら、2000年代初頭よりシンガポールの経済的成功物語から学んできた」と述べているし、ルワンダ開
発庁はそのウェブサイトで「アフリカのシンガポールとなること、それがルワンダの大望である」と書い
ている（RDB Website）。周囲を大国に囲まれた小国であること、多民族社会によって構成され紛争を経
験してきたこと、そしてそうしたハンディキャップがある中で「奇跡」の経済発展を遂げたこと、そういっ
た類似点から、ルワンダはシンガポールを開発のモデルにしようとしているのである。
内陸国と島国といった地理的条件や国土面積の違い、経済成長率や海外直接投資の割合など、経済開発
の面でもルワンダはシンガポールとは異なっている。しかしここでは経済開発については言及しない。こ
こで注目するのは、政治
4 4
におけるルワンダの「シンガポール・モデル」である。「シンガポール・モデル」
の政治的側面に着目すると、経済発展という「光」の部分とは異なる「影」の部分が見えてくる。すなわち、
経済発展と国家統合という目的のために正当化された権威主義的政治体制、より具体的には政治的自由の
抑圧と政権交代なき一党支配体制である。本稿では、こうした両国の権威主義的政治体制に着目し、その
政治的自由の制限と一党支配体制における共通点と相違点を比較の中から析出させる。
ところで、権威主義体制についてはここ10数年来、比較政治学とりわけ民主化論や途上国政治論の
中で盛んに議論されてきた。その代表的なものが、レヴィツキーとウェイの「競争的権威主義体制論」
（Levitsky and Way 2010）、そしてシェドラーらの「選挙権威主義体制論」（Schedler 2006）である。こ
れらに代表される議論は、90年代を中心に盛んに論じられた「形容詞つき民主主義
4 4 4 4
体制論」（Collier and 
Levitsky 1997）と対照をなす「形容詞つき権威主義
4 4 4 4
体制論」（宇山2014）の代表的なものである。いず
れも、完全な（full）民主主義体制と権威主義体制の間の「グレイゾーン」（Carothers 2002）に位置す
る政治体制を対象としている。しかし、90年代の「形容詞つき民主主義
4 4 4 4
体制論」が、冷戦後のいわゆる
民主化の「第三の波」（Huntington 1991）の趨勢の中で、この中間形態の政治体制を民主化途上の政治
体制として肯定的に捉えていたのに対して、民主化の波がおさまった2000年代に登場してきた「形容詞
つき権威主義
4 4 4 4
体制論」は、民主化の停滞ないしは逆行という問題の中で否定的に捉えた議論である。本稿
で取り上げるシンガポールとルワンダの権威主義体制もこうした議論の中に位置づけられる。本稿では、
最後に再びこの「グレイゾーン」体制論に戻り、そこから得られる理論的示唆を示したいと思う。
そこで以下、まず 2では両国の政治的自由の制限について比較を行う。具体的には、治安法制、出版・
報道統制、そして団体（市民社会）統制の3点を取り上げる。続いて 3ではこうした政治的自由の統制に
基づいて確立された、両国の一党支配体制を比較する。とくに選挙を通じて成立している両国の一党支配
体制においては、野党や政府に批判的な勢力をいかにコントロールするかが焦点になる。最後に4では、
両国の類似点と相違点をまとめ、本研究から得られる理論的示唆を提示する。
2　市民的権利・政治的自由の統制
（1）治安法制
治安法制に関して、シンガポールでは、イギリス統治時代から存在する「国内治安法（Internal 
Security Act：ISA）」という法律による取り締まりが行われてきた。これは、政府が国内の治安を乱すと
認めた人物を逮捕状なしに拘束することを可能にする法律で、独立間もない1960年代には、与党と激し
く対立していた最大野党、社会主義戦線の弾圧にしばしば用いられてきた。その後、現在の人民行動党
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体制が確立した後にも、頻度は低下したものの、80年代に至るまで反政府勢力と見なされるグループや
そのメンバーに対して同法が発動されてきた。なかでも有名なのが、87年の「マルクス主義者国家転覆
計画事件」で、このとき、国家転覆を計画しているとされた22人が逮捕・拘束された。実際は、彼らの
ほとんどがキリスト教関係の活動団体メンバーで、外国人メイドの人権救済活動を行っていたとされる。
90年代には同法は発動されなかったが、21世紀に入ってからは、2001年９月のアメリカ同時多発テロ事
件を受けて、シンガポール国内で活動していたとされるイスラム原理主義団体ジェマア・イスラミア（JI）
のメンバーを、同法を発動して逮捕・拘束し、テロの予防に貢献したとされている。
こうした治安法制は、ルワンダでは、より94年の大虐殺を意識したものとして実施されている。2001
年の第47号法では、「分派主義者（sectarianist）」（のちに「分断主義者（divisionist）」と呼ばれるように
なる）を刑法犯として規定し、逮捕・拘束のうえ刑罰を科すことが可能になっている。同法では「分派主
義者」を「人々の反目を引き起こす可能性のある反乱の原因となるあらゆる言論、文書、あるいは行動を
通して行われる犯罪」（３条）と定義している。すなわち「分派主義者・分断主義者」というのは、国家
を分断する言動を行う者のことを指し、そこでは大虐殺を引き起こした民族的分断が念頭に置かれている。
しかし、この「分派主義者・分断主義者」の規定はたいへんあいまいで広く解釈できるため、実際は、政
府にとって不都合な集団や人物を逮捕・拘束し、刑罰を科することを可能としている。
さらにこの治安法制は、2008年の第18号法でさらにその対象が広げられている。「ジェノサイド・イ
デオロギー法」と呼ばれる同法は、「分派主義・分断主義」に加えて「ジェノサイド・イデオロギー」を
持つ者を刑法犯として規定した。同法の第２条では、「民族集団や出自、国籍、地域、肌の色、身体的特徴、
性別、言語、宗教、または政治的見解に基づいて人々を皆殺しにする、あるいは皆殺しにするよう他者を
煽動する目的での行為、言論、文書その他によって特徴付けられる思想を総じて」ジェノサイド・イデオ
ロギーと定義している。ここでも民族集団がまず念頭に置かれているのみならず条文にも明記され、さら
にそうした考えを言論や行動として実行するだけではなく、考えとして持つだけでも罪であると規定し、
思想の領域にまで踏み込んだ内容となっている。
これらの治安法制が適用され、ルワンダでは多数の人々が実際に逮捕・拘束され有罪となっている。
人権NGOヒューマンライツ・ウォッチによれば、2009年８月の時点で、912人（うち356人が公判待
ち、556人が有罪）がジェノサイド・イデオロギーの罪で拘留されていたと報告されている（Amnesty 
International 2011：273）。またレインチェンスは、2007 ～ 8年の間に1304件のジェノサイド・イデオ
ロギー関連の裁判が行われ、243人が有罪判決を受けたと書いている（Reyntjents 2013：78）。このよ
うに、広範で曖昧な定義に基づいたジェノサイド・イデオロギーを根拠として市民を逮捕し刑罰に処す
ることのできる治安法制は、しばしば民族分断の回避を理由に、政府による反対勢力の抑圧ないしは広
く市民の統制のために利用されている。ウォルドーフはこれをジェノサイド・イデオロギーの「道具化
（instrumentalizing）」と呼んでいる（Waldorf 2011）。
（2）報道・出版統制
シンガポールにおける出版・報道統制はかつて、国内治安法を適用して行われていた。71年５月、華
語新聞『南洋商報』の編集者4人が国内治安法により逮捕された。その理由は「共産主義に魅了され、か
つ文化・言語問題での華人ショービニズムを煽った」（田村2000：173）ためとされており、民族対立の
煽動を理由に政府当局が報道機関に直接的な介入をしたことがわかる。これを受けてリー・クアンユー首
相は、「生まれたばかりの国家には報道の自由は認められない　…（中略）…人種、言語、宗教の問題は
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容易に火が付き、流血の事態を招くからである」（72年記者クラブでの演説）と述べており、ここにも、
民族問題を理由として報道統制を行うという意図が明確に現れている。
また74年には「新聞出版物法」が制定され、新聞や雑誌などを発行する企業の株式を保有するにあ
たって政府の許可が必要とされた。これは71年の事件でも介入の対象となった、政府に批判的な華語紙
への統制を強化することが目的であったとされる。さらに84年には政府が出資するシンガポール・プレ
ス・ホールディングズ株式会社が発足し、主要日刊紙７紙すべてを同社が保有することとなった（田村
2000：174）。ここに、政府系の持株会社が資本を通じて主要な報道機関を傘下に置き、政府の統制下
に治めることになったのである。また、86年の「新聞出版物法」改正では、「内政に干渉した」とされ
る外国の出版物の持ち込みや出版の禁止、販売部数の制限が行えるようにもなり、国内のみならず海外
の印刷メディアも政府の統制下となった。この結果、86年にアメリカのTime誌は、野党議員ジャヤラト
ナムの処遇に関する一連の批判記事を理由に18000部から9000部に販売部数を制限され、さらに翌87
年には4000部にまで制限された。同様に、国内治安法を批判したFar Eastern Economic Review誌は87
年、10000部から500部に制限された結果、シンガポールでの販売を自ら取りやめた（田村2000：227-
229）。
一方ルワンダでは、虐殺・内戦が収束して程ない95年から、政府による報道・言論統制の厳格化、と
くに海外メディアの取り締まりの厳格化が行われてきた（Reyntjens 2013：63-69）。2002年には「報道法」
が制定され、曖昧な基準により、不適切な内容の報道に対して刑事罰を与えることが可能とされた。その
結果、政府や現体制に批判的な言論が同法によって封殺され、以後、何人ものジャーナリストや著述家、
運動家などが逮捕や国外追放になっている（Longman 2011：34-36）。また、海外メディアも統制を受け、
BBCやVOAなどの欧米メディアも放送停止の処分になっている。2014年10月、政府当局はイギリスBBC
が放送したドキュメンタリー番組に対してジェノサイド・イデオロギー法を適用し、同放送局を停波処分
とした。また翌年5月にはこの制裁が無期限延長となっている（Amnesty International 2016：308）。こ
うした状況を受けて国際NGO「国境なき記者団」は、毎年発表している報道自由度ランキングでルワン
ダを2016年には179カ国中161番目という下位に位置づけている（Reporters sans frontières website）。
また同報告の中では、「言論の簒奪者」の中にカガメ大統領も含まれている（Reporters sans frontières, 
“predator of press freedom”）。
（3）団体（市民社会）統制
途上国開発では公共サービスの提供および民主化の担い手として市民社会とNGOの役割が注目されて
きたが（金丸2011）、シンガポールにおいてはとくに、NGOの活動領域が政府によって制限されているこ
とがこれまでも指摘されてきた（金丸2004、田中2001）。その市民社会を強く統制しているのが、「団体
法（Societies Act）」の存在である。この法律は、10人以上のメンバーを有するすべてのクラブ、会社、パー
トナーシップ、結社に、内務省で団体登録することを義務づけ、それ以外の団体は非合法団体と見なされ
ると規定したものである。よって当局に登録を拒否された団体は非合法団体となり、それでも解散しなけ
れば処罰の対象となる。こうした制度が、政府にとって不都合な団体の結成を阻止し、あるいは解散へと
追いやることを可能としている。
同様にルワンダでも、あらゆる任意団体にルワンダ・ガバナンス局（RGB）への登録が義務づけられて
いる。また、2001年には「NGO法」が制定され、すべての国内・国際NGOはその活動に関するすべての
データおよび書類をRGBに提出することが義務づけられた（Front Line Rwanda 2005：28-29）。そして
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実際に、これらの制度に基づいて一部の人権団体や和解促進団体などが登録を拒否されている。また、ル
ワンダのNGOはもともと活動分野ごとに組織を形成していたが、2004年に創設された「市民社会プラッ
トフォーム」は、政府がこれら各分野のNGO組織を傘下に置いて統括し、統制を行うことを制度化した。
グリーディの聞き取りに対してある国際NGOは、このプラットフォームは政府の「監視装置」であり、「独
立したNGOができるのを妨げている」と答えている（Gready 2011：90）。
3　一党支配体制の確立と維持
ルワンダとシンガポールの政治における類似点は、こうした政治的諸権利の制限にとどまらず、全体的
な政治体制のレベルでも見られる。それが「ヘゲモニー政党」による一党支配体制である1。そしてその
一党支配体制は、定期的に行われる選挙を通じてヘゲモニー政党が政権を維持し、そして正当化される。
その点において、選挙を経ない他の権威主義体制とはまったく性質が異なる。この３では、両国の一党支
配体制がどのようにして確立され、どのようにして維持されてきているか、とくに野党の排除に焦点を当
てて検証する。
（1）ルワンダ
一党支配体制の確立
1994年の大虐殺を経て内戦が終結した後、７月に発足した暫定政権は、アルーシャ協定に基づきフツ
とツチの両民族代表および主要政党の代表を政権内に取り込む、「権力分有体制」（Sisk 1996；O’ﬂynn 
and Russell eds. 2005；中村2015）であった。閣僚はフツ族から12人、ツチ族から９人という両民族で
構成され、各主要政党からも共和民主運動（MDR）から５人、自由党（PL）から３人、社会民主党（PSD）
から３人、キリスト教民主党（PDC）から１人といった代表で構成された。大統領にはルワンダ愛国戦線
（RPF）でフツ族のビジムング、副大統領にはRPFでツチ族のカガメ、そして首相にはツチ族でMDRのツ
ワギラムングが就任した（Reyntjens 2013：3）2。RPFはもともと、フツ族政権から逃れてウガンダに亡
命していたツチ族によって結成されたルワンダ愛国軍（RPA）を母体としており、それはまた内戦におけ
るツチ族側の当事者でもあったが、新政権では、カガメを中心とするRPFが主要ポストを占め事実上の主
導権を握ることになった（佐々木2016：271-2）。
しかし、両民族・各政党を取り込んで形成された内閣では、程なくして意見対立が噴出した。95年に
はセンダションガ内相がRPFによるフツ族の殺害を批判してカガメと対立し、８月には同じくフツ族のツ
ワギラムング首相以下、12名の閣僚が辞任して亡命した。しかも、センダションガはケニアに亡命した
後も政治活動を続けていたが、98年にルワンダ国際犯罪法廷で証言する直前に暗殺されている（Prunier 
2009：365-368）。こうして、内戦終結後数年間で、政権内で次第にフツ族指導者たちが排除されていっ
た。
2000年に入ると、１月には国会議長でツチ族のセバレンジが、２月にはルウィゲマ首相が、カガメと
対立して亡命し、３月にはビジムング大統領が辞任した。また国軍参謀長もコンゴ戦争をめぐってカガメ
と対立して亡命した（Reyntjens 2013：8-18）3。こうして2000年代初めには、大虐殺後の94年７月に発
足した内閣の閣僚のうち、残ったのはカガメだけとなった（木村2016：38）。このように、虐殺後、両
民族による権力分有体制でスタートした政権からは、しだいにフツ族が排除され（「ツチ化（Tutsization）」）、
さらにはRPF以外のツチ族のメンバーまでもが排除され（「RPF化（RPF-ization）」）、RPFそしてカガメと
ルワンダ亡命組を中心としたものとなっていく（Reyntjens 2013：18-21）。こうして、カガメが大統領
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選に勝利する2003年までには、RPFとカガメの支配体制が確立されていたのである4。
野党の抑圧と一党支配体制の維持
2003年以後、国会（下院）の総選挙ではRPFの一党支配体制が続いている。2003、2008、2013年の
3度にわたって行われてきた総選挙ではいずれも全53議席中40 ～ 42議席をRPFとその連合が占めている
（表１）。また、2003年と2010年に行われた大統領選挙（大統領の任期は７年）では、いずれもカガメが
95％、93％という圧倒的な得票率で他の候補を押さえて勝利している。しかも、現憲法では大統領の任
期は2期までと定められているが、カガメ大統領はこの条項を改正してさらに2期の延長を可能とする国
民投票を2015年12月に行い、18日の政府発表では98.1％の賛成を得て2017年以降の任期延長を可能と
した（Kwibuka 2015）。
表１　ルワンダ国会（下院）議席数の推移：2003 ～ 2013年
政党・政党連合 2003 2008 2013
ルワンダ愛国戦線（RPF）連合 40 42 41
ルワンダ愛国戦線（RPF） 33 36
中道民主党（CDP） 3 1
理想民主党（IDP） 2 1
ルワンダ人民民主連合（RPDU） 1 1
進歩協約党（PCP） 1 1
繁栄進歩党（PSP） 1
ルワンダ社会党（RSP） 1
社会民主党（SDP） 7 7 7
自由党（LP） 6 4 5
非選出議員 27 27
合　　計 53 53 53
出所：African Elections Database
こうしたRPFとカガメの支配体制の維持には、 2で言及した政治的権利抑圧の手段が用いられている。
まず政党結成に際しては、他の任意団体と同じく団体登録制度が適用され、当局への登録が義務づけられ
ている（Longman 2011：38-41）。そのため、政府にとって不都合な政党は登録を拒否することが可能で、
実際、これによって、2003年の総選挙時には、最も有力な野党であるMDR（註３を参照）が登録拒否の
うえ解散を命じられたほか、このとき2つの政党が登録を拒否されている。また、海外も含めたメディア
の統制も、野党に不利な状況となっている。さらに、RPFの一党支配体制が確立されたときと同様、その
体制維持に際しても、ときに暴力的手段をも伴う方法を用いて野党や反政府勢力を排除することで、体制
維持を可能としている。
さらにルワンダでは、総選挙や大統領選挙にあたって選挙不正も観察されている（Reyntjens 2013：
44-46）。2008年の総選挙で、EUの選挙監視団は、「この総選挙はルワンダの民主的プロセスをさらに制
度化する途上の、重要な一ステップであると思われる」（EU EOM 2009：7）とその最終報告書に書いて
いる。これに対してレインツェンスは、EU監視団の収集した1％に満たないサンプルの中でも数多くの不
正が見られ、EU報告書は「偽りの選挙についての偽りの報告書である」（Reyntjens 2013：46）と強く
断罪している。しかし、同報告書では冒頭に、「この選挙は平和裏に行われたが、民主的選挙に関する国
際基準や地域基準に照らしても、数多くの基本的な欠陥が見られた」と書いており、それらを詳細に列挙
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した上で今後の課題を示している。そこでは、投票終了後の投票箱の封印の手抜きや、有権者の投票済み
目印の塗り忘れ、投票用紙の受け取り確認のミス、開票結果の伝達や公表の不十分さなどが問題点とし
てあげられている（EU EOM 2009：3-6）。もっともこうした投票や開票時点での段取りの不十分さがそ
のまま現政権の選挙不正につながったわけではないが、選挙の際に、RPFによる有権者への圧力があった
ことは、インゲラーレの地道なインタビューによっても明らかになっている。そのなかで、あるツチ族の
有権者は「多くの人（フツ）はツチの大統領（カガメ）を望んでいないと言っている。それで多くの治安
部隊が来た。われわれが生きているのは彼のおかげだ。われわれは『アレンジ』をした。」と述べている
し、あるフツ族の有権者は、「RPFは私たちに投票を強いた。私たちは、彼らが計画したように投票結果
が出ないときの報復を怖れた。戦争がまた始まるかもしれないと思った。投票所では、誰かがついてき
て、どこに指紋を押すかを指示した。断ることは不可能だった。さもないと。。。」と述べている（Ingelaere 
2007：34）。
（2）シンガポール
一党支配体制の確立
シンガポールの多民族社会は、華人（約75％）、マレー人（約15％）、インド人（約10％）といった、
人種・言語・宗教などがまったく異なる民族集団によって構成されている。また多数派の華人はもともと
中国からの移民であり、福建や広東といった出身地域による連帯が強いサブグループに分かれている。さ
らに一部の裕福な家庭（主に華人）では、子息を英語で教育を行う学校に通わせ、宗主国イギリスなど海
外の大学へと進学させた。このように、同じ華人でも英語教育層と華語教育層といった違いも存在する。
60年代から70年代にかけてのシンガポールは、こうした民族間の対立やイデオロギー対立が深刻で、し
ばしば暴力事件も起きていた。また、63年に一旦は隣国マレーシアの一部としてイギリスからの独立を
果たした後、そのわずか２年後にまたマレーシアから分離独立するといった「不本意な」独立となったた
め、この小国がどうやって「生き残っていく（survive）」かがこの国の独立当初からの課題であった（田
村2000：215、岩崎2005：26）。そして「生き残り（survival）」をかけた多民族国家の統合と発展のた
めには、国民の政治的権利を抑制して政治を安定させ、唯一の資源としての人材を育成し活用して経済発
展（開発）を実現することが唯一至高の国家目標とされた。
独立後シンガポールの初代首相となったリー・クアンユーは、経済的に成功した華人系移民の家庭に生
まれた英語教育エリート層のなかでも最も傑出した指導者で、イギリスのケンブリッジ大学で法曹資格を
得ている。彼は帰国後、のちに政権を獲ることになる人民行動党（People’s Action Party：PAP）を設立
したが、その中心メンバーにも英語教育を受けて英米の大学で学んだものが多かった（Lam and Tan eds. 
1999）。こうしたエリート意識に裏打ちされたリー首相とPAP政権は、強力なリーダーシップを発揮して、
生き残りをかけた国家統合と経済発展を指導していった。このような脆弱な多民族国家の生き残りと発展
のために、PAPの一党支配体制と長期政権が確立されていったのである。
議院内閣制の一院制国会は、５年の任期満了前に定期的に総選挙が行われてきたが、PAPは、独立当初
に強い動員力を持っていた社会主義系の労働者組織の一部を取り込みつつ、他の一部が結成した有力野党、
社会主義戦線（BS）に対して徹底的に攻撃を行うことで68年、BSが総選挙への参加を放棄したことをきっ
かけに国会議席のすべてを独占した。その後、シンガポール国会は70年代を通してPAPが全議席を独占
することとなる。81年の補欠選挙で初めて野党議員が当選したことを皮切りに野党候補も議席を得るよ
うになるが、表２にみられるように、現在に至るまで、野党の議席は数議席にとどまっている。こうして、
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建国当初から現在まで、PAPの一党支配体制が維持されてきている。
表２　シンガポール国会議席数の推移：1968 ～ 2015年
選挙年 全議席数 PAP議席数 野党議席数
1968 58 58 0
1972 65 65 0
1976 69 69 0
1980 75 75 0
1984 79 77 2
1988 81 80 1
1991 81 77 4
1997 83 81 2
2001 84 82 2
2006 84 82 2
2011 87 81 6
2015 89 83 6
出所：Ministry of Information and the Arts
野党の抑圧と一党支配体制の維持
野党の抑圧に関しては、ルワンダの団体登録制度と同様の団体登録制度がシンガポールでも行われてい
るため、制度を通じてシンガポール（PAP）政府は不都合な政党を合法的に非合法化することができる。
しかし、PAPの一党支配体制が確立した後、こうした手段での野党排除は行われていない。逆によく用い
られている手段が、野党指導者への訴訟戦術である（岩崎2013：100-101、田村2000：225-226）。81
年の補欠選挙で初めてPAPの議席独占を破り、野党議員として初の議席を獲得した労働者党（WP）のJ・B・
ジェヤレトナム党首は、84年、同党の会計報告に虚偽の記載があるとしてPAPに告発された。この裁判
は一審で無罪となったが二審で罰金刑の有罪判決が出されたため、彼は多額の罰金を支払うこととなった。
さらに、彼の国会での政府批判に対してPAPは、86年６月、国会法を改正し国会内での不適切な発言を行っ
た国会議員の議員資格を剥奪する規程を追加した。その上で、この改正法を遡ってその発言に適用し、ジェ
ヤレトナムの国会議員資格を剥奪した。また96年２月には、野党民主党が国会に提出した健康保険法案
に関するレポートに虚偽の記載があったとして、国会法に基づいて４人の民主党員に5100Sドルの罰金を
支払わせた。さらにしばしば用いられたのが、選挙期間中などにおける野党政治家の政府批判を、PAPが
名誉毀損で訴えて巨額の損害賠償を支払わせるという手法である。これには、WPのジェヤレトナムやシ
ンガポール民主党党首のチャム・シートンなどが複数回にわたって訴えられ、多額の賠償金を支払わされ
たり、時にはその賠償金を支払えずに破産宣告を受け、選挙への立候補資格を失うということもあった。
また88年に、それまでの小選挙区制から改変された新しい選挙制度では、他国に例を見ない「グルー
プ代表選挙区制」という選挙制度が導入された5。これは、従来の小選挙区を統合して３～５人の候補者
グループを各政党が結成し、この候補者グループに対して投票するという方法で、民族的配慮から各政党
の候補者グループには必ず少数民族（マレー人かインド人）の候補を含まなければならないとされた。こ
の選挙制度改変の公式の理由は、多民族社会を反映した各民族代表を国会議員として確保するというもの
であった。しかし実際のところ、各選挙区で数名のしかも少数民族を含む候補者グループを結成すること
は、これまで数議席にとどまってきた野党にとって人材確保の観点から障害となるもので、これはPAPに
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とって有利な選挙制度への改変であると一般的には解釈された。また90年代以降、建国当初から政府が
建設を進め、現在では国民の80％以上が居住する公共住宅が、老朽化に伴って改修が必要になってくると、
PAPは総選挙時に同党への支持が高い地域から順に改修を行っていくという選挙公約であからさまな利益
誘導を行っている。ただその反面、選挙時における暴力や他の途上国で見られるような、買収や投票箱の
強奪、不正集計などといった不正は見られない。このようにPAP政府は、国会での絶対多数を背景に、立
法（憲法改正を含む）6や訴訟といった「合法的」な手段で、野党とその政治家を排除してきたのである。
4　まとめ
ここまで、ルワンダとシンガポールの権威主義的政治体制について、政治的自由の制限とヘゲモニー政
党による一党支配体制を比較分析してきた。２で取り上げた政治的自由の制限については、治安法制・言
論統制・団体統制の各々について、両国できわめて類似した制度や手法が見られた。しかも、いずれの事
例も、多民族国家の脆弱性とかつての民族紛争を念頭に、国家統合と政治的安定を大義名分として、政治
的自由の制限を正当化していた。同様のことは一党支配体制による長期政権という政治体制の類似性にも
表れている。そこでは、多民族国家の統合と政治的安定、さらにはそれに基づく経済発展（開発）を理由
として、一党支配体制と長期政権が正当化されている。これらの類似点を見ると、まさに「シンガポール・
モデル」ともいうべき政治手法ないし政治体制をルワンダがフォローしているようにみえる。
しかし同時に、両国の権威主義体制の間で相違点も見られる。まず政治的自由の抑圧の点において、ル
ワンダの方がより暴力的あるいは脱法的な手段が用いられている。とりわけ、カガメとRPFに対立する政
治家や政治勢力に対しては、しばしば逮捕・拘束を行ったり、圧力によって亡命に追い込んだり、ときに
は暗殺も行われている。こうして94年の虐殺と内戦の終結後、ルワンダ政府はしだいにツチ族中心そし
てRPFとカガメ中心の勢力によって純化されてきた。また選挙においても、ルワンダではしばしば不正が
見られている。今世紀に入って確立されたRPFの一党支配体制とカガメの長期政権はこうした脱法的手段
による反対勢力の排除としばしば不正が行われる選挙によって可能になったものであるといえる。
こうした相違点の原因については別に詳細な分析が行われるべきであろうが、一つの可能性としては、
シンガポールのリー・クアンユーとPAP、そしてルワンダのカガメとRPFのそもそもの成り立ちの違いに
求められる。シンガポールのリーは、もともと裕福な家庭の出身のエリート層で、ケンブリッジ大学法学
部を終了した法律家である。またPAPの他の指導者たちも英米の有名大学に留学した英語教育層エリート
を中心に結成されている7。一方のRPFは、もともとウガンダに亡命したツチ族によって結成されたゲリ
ラ組織で実際にフツ族政権と内戦を戦ってきた。カガメも亡命先のウガンダでゲリラ活動の中から頭角を
現しその諜報部長になった経歴をもつ8。RPF政権のルワンダが「軍隊を持っている国家というよりもむ
しろ国家を持っている軍隊である」（Reyntjens 2013：71）といわれるゆえんである。同じ権威主義的な
政治体制でも、RPFのルワンダで暴力的・脱法的な手段が執られるのはこうした理由によると考えられる。
このように、シンガポールとルワンダの政治体制には数多くの類似点がありながら、政治的自由の制限
と一党支配体制の確立・維持のために暴力的・脱法的手段を用いるかどうかという重要な点で相違が見ら
れる。それではこの相違にはどのような意味があるのだろうか。先に1で、近年の「形容詞付き権威主義
体制」に関する研究の隆盛を紹介した。まさにシンガポールもルワンダも、定期的に選挙は実施している
ものの（自由）民主主義とは言いがたい政治体制に位置づけられる。こうしたグレイゾーンに位置する政
治体制の研究が盛んになってきた背景には、従来の民主主義体制と権威主義体制の二分法と、それに基づ
く民主化論の限界がある。しかし、このグレイゾーンの中にも黒に近いグレイと白に近いグレイとの違い
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があるだろう。本稿で取り上げた２つの事例の間の違いはこうしたグレイゾーンの中での違いを示すもの
であるといえる。さらに、グレイゾーンの中での違いを析出させることは、そこにある政治体制の事例が
より民主主義的なのか権威主義的なのか、あるいは民主主義の方向へと近づいているのか逆行しているの
かといった動態的な分析を可能にする。
のみならず、ここで比較した２つの事例は、グレイゾーンの中での「程度」の違いだけではなく、「質」
の違いをも表している。シンガポールと比べてルワンダは、暴力的で脱法的な手段で政治的自由を抑圧
しRPFの一党支配体制を確立・維持してきた。広範な「競争的権威主義体制」の比較研究を行ったレウィ
ツキー＝ウェイの研究では、権威主義的抑圧の「強度（intensity）」に着目し、反対勢力への暴力、投獄、
暗殺などによる「高強度抑圧」は、反対勢力の監視、軽度の物理的嫌がらせ、公的なサービスの拒否など
による「低強度抑圧」に比べて権威主義体制を持続させると論じている（Levitsky and Way 2010：57-
58）。この議論に準じていえば、ルワンダでの物理的暴力を伴う抑圧はその権威主義体制を持続させるの
に効果的であるといえる。しかし、質的な面に着目するとシンガポールの「合法的」抑圧と比べて「脱法
的」なルワンダの場合、その政治体制の正当性に揺らぎが生じはしないであろうか（Gerschewski 2013；
Gilley 2009）。逆に言えば、曲がりなりにも選挙を経ることで政権の正当性を獲得している以上、脱法的
な抑圧手段を頻繁に行使することは、その体制の正当性に強い疑問が生じ、むしろ現体制への暴力的な反
発の可能性が高まるのではないだろうか。実際、大虐殺以後のルワンダ政治を研究した文献では、こうし
た脱法的な抑圧が繰り返されることで、現政権とその中心にいるツチ族に対するフツ族国民の反感が高ま
り、再び民族間対立が噴出するのではないかと懸念されている（Reyntjens 2013；Straus 2006）。「合法的」
か「脱法的」かといった抑圧の「質」に注目すると、ルワンダの権威主義体制の持続可能性に関しては逆
の結論が導き出されるのである。もちろん、この2つの事例だけで、権威主義体制下における抑圧の「質」
と体制の持続可能性についての明確な結論を導き出すことはできない。しかし今後、他の地域のさまざま
な事例との比較を通して、グレイゾーンの政治体制における民主化（とその逆行）および権威主義的抑圧
の質と体制の持続可能性についての研究に示唆を与えることができるのではないかと考える。
註
　　　　　　　　　　　　
1 ここで「ヘゲモニー政党」とは、サルトーリの古典的な政党システム分類に従っている。彼によれば、ヘゲモニー政党制とは「『一
つの政党を中心にしている』がその周辺に第二次的な、文字通り＜セカンド・クラス＞の小党が存在する政党配置」（サルトー
リ1992：381）を意味する。そして「ヘゲモニー政党」については、次のように定義し説明している。「公式上も事実上も権力
をめぐる競合を許さない。ヘゲモニー政党以外の政党も存在することは許されるが、あくまでもセカンド・クラスの政党、ライ
センスを受けた政党としてのみ許されるだけである。ヘゲモニー政党に敵対したり、平等の基盤で競合することは許されないの
である。政権交代は実際に起こらないだけでなく、起こりえないのである。」（サルトーリ1992：383）
2 MDRは内戦前のフツ族政権（開発国民革命党：MRND）から派生してできたフツ・エリートを中心とした政党で、ツワギラム
ング首相は初代大統領のカイバンダ（フツ族）の姻戚でもある（武内2009：268）。
3 International Crisis Group（ICG）のレポートによれば、95年以降、少なくとも40人の政治指導者がルワンダから国外に亡命し
ている（ICG 2002：12、またその詳しいリストがAppendix Bにある）。
4 レインチェンスは、「2000年の意味は、フツを含む国民連合による国家再建という外見の崩壊であるとともに、ツチ内部のみな
らず、ウガンダ亡命組や軍内の亀裂も表面化したことであった」（Reyntjens 2013：16）という。また、2003年の大統領選挙が、
カガメを頂点とするRPF一党支配体制確立にいたる「分水嶺」だともいっている（Reyntjens 2013：37）。
5 この選挙制度改変については、その内容や成立過程の分析、そして与野党にとってのその効果と影響の解釈を、拙稿（金丸
2002：第５章）で詳細に行った。
6 シンガポール共和国憲法全163条には、例えば選挙制度の条項も含まれており、88年の選挙制度改革も憲法改正を伴うもので
あった。このように、立法に関しては憲法改正を伴う場合も少なくないが、シンガポールでは憲法改正に国会で3分の2以上の
多数の賛成が必要で、このことがPAPの議席独占と一党支配体制を必要としている。
7 PAPは華人政党であると誤解されがちだが、実際はその第一世代指導者にもマレー人やインド人も含んでおり、それは現在でも
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変わらない。民族的配慮は、シンガポールでは、PAPの閣僚、議員、候補者、党員に広く行われている。これに対して、建国当
初の政治的対立には、民族対立も存在したが、むしろ多数派の華人内での英語教育エリート層と華語教育の労働者層との階級対
立、ないしはイデオロギー対立の側面が大きかったといえる。
8 カガメはウガンダに亡命していたときに、ウガンダのムセベニ大統領の薦めでアメリカ・カンザス州Fort Leavenworthの陸軍指
揮幕僚大学に留学している（Waugh 2004：42）。
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